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千 葉 県 教 育 委 員 会 会 議 議 事 録 

 

　　令和６年度第１０回会議（定例会） 

 

１　期　　日　　令和７年１月１５日（水）　　　　　　　　開会　午前１０時３０分 

                                  　　　　　  　　　　  閉会　午後　０時３４分 

 

２　教育長及び出席委員 

教育長　冨塚　昌子 

　　　委　員　貞廣　斎子 

花岡　伸和 

   　　永沢　佳純 

　　　　　　　櫻井　直輝 

　　　　　　　芦澤直太郎　 

　　　　　　　 

３　出席職員   

　　　　　　　　教 育 次 長　　井田　忠裕 

　　　　　　　　教 育 次 長　　杉野　可愛 

　　　　　　　　            

　　　　　　企画管理部 

　　　　　　　　企 画 管 理 部 長    福田　有理 

　　　　　　　　学 校 危 機 管 理 監　　原　　義明 

　　　　　　　　県 立 高 校 統 括 監      細川　義浩

　　　　　　　　教 育 総 務 課 長    吉本　明広 

　　　　　　　　教育総務課副参事兼人事給与室長　　神澤　　賢 

　　　　　　　　教 育 政 策 課 長　　古谷野　久美子 

　　　　　　　　財 務 課 長　　北村　規彦 

 　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 

　　　　　　教育振興部 

                教 育 振 興 部 長　　荒金　誠司 

　　　　　　　　教 育 振 興 部 次 長　　里見　　学 

 　　　　　　　　児 童 生 徒 安 全 課　　伊澤　浩二

　　　　　　　　教 職 員 課 長　　鈴木　克之 

               　　　　　　　　 

　　　　　　企画管理部 

　　　　　　　　教育総務課人事給与室給与制度班長　　吉田　史展 

　　　　　　　　財 務 課 主 査     奈良　謙次 

 　　　　　　　　　同　　　　　　　　　副主査　　清田　大成

 　　　　　　

　　　　　　教育振興部 

　　　　　　　　児 童 生 徒 安 全 課　　 

 　　　　　　　　主幹兼生徒指導・いじめ対策室長　　齋藤　　航

同　　  　　　　　   指導主事　　小川　仁士

　　　　　　　　教 職 員 課 主 幹 兼 管 理 室 長   　佐々木　恵 

　　　　　　　　　同　　　　　　　　管理主事     服部   貴之 

　　　　　　　　　同                 管理主事     片岡　大輔 

　　　　　　　　　同　　　　　　　　管理主事　　樋口　清之 

　　　　　　　　　同　 　　　　　　 管理主事　　鈴木　保博　　　　　 
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　　　　　　事務局 

　　　　　　　　企 画 管 理 部 教 育 総 務 課 

　　　　　　　　主 幹 兼 委 員 会 室 長　　山口　聖剛 

同　　　　　　　　　副主幹　　小合　基夫 

　　　　　　　　　同　　　　　　　　　　主査　  杉本　浩二 

　　　　　　　　　同　　　　　　　　　　主査　　岡本　多佳乃 

 

４　教育長開会宣告 

 

　　令和６年１２月２５日付けで再任した永沢委員から挨拶があった。 

　　令和６年１２月２５日付けで就任した芦澤委員から挨拶があった。 

 

５　署名人の指名　永沢　佳純　委員 

 

 ６　令和６年度第９回千葉県教育委員会会議（定例会）議事録の承認

 

７　議題の宣告及び非公開の決定 

 

　本日の案件は、第４３号議案から第５０号議案の議案８件、第５号報告から第７号報告の

報告議案３件、報告１の報告１件である。第４３号議案、第４４号議案及び第７号報告は、

教育委員会会議規則第１３条第１項第四号「知事又は議会に対する意見の申し出等」に該当す

ることから、また、第４５号議案から第５０号議案は同規則第１３条第１項第一号「任免、賞

罰、人事」に該当することから、非公開により審議する。 

 

８　進行役の指名 

　 

　千葉県教育委員会会議規則第２７条の２の規定に基づき、ここからの進行を貞廣委員にお願

いする。 

 

９　審議事項 

 

【冨塚教育長】 

　任期満了により退任した岡本委員に代わり、新たな教育長職務代理者として、令和６年１２

 月２５日に貞廣毅委員を指名させていただきましたので報告する。

 

 【貞廣教育長職務代理者】

　大変甚だ力不足でありますけれども、岡本委員の後を継ぎまして、局長職務代理者を拝命い

 たします。改めましてよろしくお願いいたします。

　こちらの円卓のメンバーはもとより、円卓のメンバーと事務局の方々との間でもできるだけ

議論ができるような、そして、業務の議題もそうであるけれども、対応しなければいけない課

題がもろもろありますけれども、それだけではなくて、もっと教育界全体のいいところを伸ば

していけるような、プラスの議論ができればと思っていますので、どうぞよろしくお願いいた

 します。

 

　　報告１は終了。 
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第５号報告　教育委員会所管に係る令和７年度当初予算案について 

 

【財務課長】 

　本件は、令和７年度当初予算案を知事が議会に提出するにあたり、予算案のうち教育委員会

所管に係る歳入歳出予算について、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定

により、令和７年１月７日付けで本委員会に意見が求められたが、教育委員会会議で審議する

時間がなかったため、教育委員会行政組織規則第６条第１項の規定により、教育長が臨時に代

理し、１月９日に知事に対して、本委員会として異議がない旨、回答したことを報告するもの

 である。

　本当初予算では、学校現場の多忙化対策、安全・安心な学びの場づくり、いじめ対策・不登

校児童生徒への支援、児童・生徒の学力向上など、重要な課題に取り組むために必要な予算を

計上した。ここで令和７年度当初予算案の概要について説明する。教育委員会所管に係る一般

会計の当初予算は、３ ,９４３億７ ,５８７万４千円であり、令和６年度当初予算に比べ、約１

 ５３億円の増となっている。

　性質別内訳について、人件費は約３，３４４億円であり、人事委員会勧告を踏まえた給与改

定や、臨時的に任用される教員の処遇を改善すること等により、約１６８億円の増となってい

る。投資的経費は約１５７億円であり、県立学校長寿命化対策事業の推進などにより、約２５

億円の増となっている。物件費は約１０６億円であり、県立学校等の光熱費高騰への対応など

により、約７億円の増となっている。その他の経費は約３３７億円であり、小中学校における

 １人１台端末の整備数の増加などにより、約１０４億円の増となっている。

 　項別内訳、財源内訳については、記載のとおりである。　

「特別会計奨学資金」については、高校生への奨学資金として月額１万円から３万円を貸付け

 るものであり、令和７年度は約２３億円を計上し、令和６年度と同規模となっている。

　主要事業は、３月に公表を予定している次期千葉県教育振興基本計画の基本目標ごとに整理

して記載している。また、先月国会で可決された国の補正予算に対応する事業については、令

和７年度当初予算のほか、令和６年度２月補正予算に一部前倒して計上しているため、本資料

には関連する２月補正予算の事業についても掲載してある。この中から主な新規事業や拡充事

 業等について説明する。

　１　教員不足解消に向けた緊急対策事業は、予算額３ ,０００万円である。人材サービス会

社と連携した採用プロモーションを行うとともに、今年度千葉大学と実施している教育活動体

 験等のモデル事業について、令和７年度からは県内私立大学とも連携して実施する。

　３　教員の多忙化対策の推進は、予算額１７億２ ,２００万円である。スクール・サポート

・スタッフを高校に新たに配置するとともに、副校長・教頭マネジメント支援員や、中学校の

 部活動指導員を増員して教員の長時間勤務を改善するである。

　４　業務改善ＤＸアドバイザー配置事業は、予算額３ ,５００万円である。ＩＣＴの活用に

 よる校務の効率化を図るため、アドバイザーを増員する。

　５　学校問題解決サポート事業は、新規事業で予算額６ ,０００万円である。教員が業務に

専念する環境を構築するため、県立学校等に対する外線電話にワンストップで応答する統一ダ

 イヤルを設置する。

　６　奨学のための給付金における電子申請の導入は、新規事業で予算額２ ,３７６万２千円

である。保護者の利便性向上や教職員の負担軽減のため、令和８年度から紙による申請をオン

 ラインによる電子申請に切り替える。

　７　県立学校会計クラウドの導入は、新規事業で９ ,８００万円の債務負担行為を設定する。

県立学校特有の学校徴収金等の会計について、事務処理を一連のシステムで行う学校会計クラ

 ウドを導入し、キャッシュレス化・ペーパーレス化を図る。

　８　県立学校における公共料金の支払事務委託は、新規事業で予算額１ ,１７０万円である。

学校事務の負担軽減のため、県立学校で個別に行っている各種公共料金の支払事務を一括して

 外部に委託する。

　次に、特別支援学校の施設整備は、国の補正予算で措置された交付金を活用し、２月補正予

算に前倒して計上するもので、予算額２６億４ ,００６万円である。内訳は、現在着手してい
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る旧千葉市立花見川第二中学校の改修による新設校の設置や、長寿命化対策のための大規模改

 修等です。

　１０　県立学校施設整備事業（一般整備）は、予算額２２億８ ,３１９万円である。県立学

校における中小規模の改修工事や維持補修等を行うもので、学校からの要望を踏まえ、予算を

 大幅に増額し対応していくものである。

　次に、県立学校体育館空調設備整備事業は、新規事業で予算額３ ,０４０万円である。児童

・生徒の学習環境を改善するとともに、災害時の避難所機能を強化するため、国が創設した交

付金を活用し、避難所指定されている県立中学校及び特別支援学校の体育館に順次空調を整備

 する。

　１３　県立学校体育館空調設備整備事業は、予算額１ ,０００万円である。創設された交付

金の対象となっていない県立高校についても、大規模災害時に避難所として使用される可能性

 の高い体育館から優先的に県負担で整備していくこととする。

　１７　災害時学校支援チーム（Ｄ－ＥＳＴ）体制整備事業は、新規事業で予算額１２６万円

です。県内外の大規模災害等が発生した際に、災害時学校支援チームを派遣し、被災した学校

 の早期再開に向けた支援等を行う。

　１９　学校におけるいじめ対策・不登校児童生徒支援の推進は、予算額１２億７ ,３３４万

４千円である。スクールカウンセラーや、スクールソーシャルワーカーの配置を拡充し、児童

 生徒が学校生活を安心して送れる環境づくりを進めていくものである。

　２０　不登校児童生徒の教育機会確保事業は、予算額５６７万円である。不登校児童生徒の

多様な学びの場の充実を図るため、自宅から参加できるオンライン授業について、中学生に加

 え、新たに小学校高学年にも対象を広げる。

　２２　ライフステージにおいて妊娠を考える教育は、新規事業で予算額１００万円である。

予期せぬ妊娠を防ぐとともに、妊娠に関わる支援などを知ることで、妊娠した場合においても

 望むライフステージが描けるよう、県立高校の生徒向けの講演会等を開催する。

　次に、県立学校の学校給食における物価高騰対策事業は、国の補正予算で措置された交付金

を活用して２月補正予算に計上するもので、予算額３ ,０００万円である。急激な給食費の値

 上げを防ぐため、食材費の高騰分について県が負担する。

　２７　日本語の指導を含むきめ細かな支援推進事業は、予算額４ ,８５６万３千円である。

外国人児童生徒への支援を充実するため、県立学校に配置する教育相談員や市町村立学校に配

 置する日本語指導員を増員する。

　２９　小学校専科非常勤講師等配置事業は、予算額５億３ ,２００万円である。児童の学力

 向上のため、理数教育や技能教科に県独自で配置している専科教員等を増員する。

　３１　学校ＤＸ推進パートナー配置事業は、予算額４ ,９００万円である。ＩＣＴを効果的

 に活用した授業を展開するため、県立高校に配置している専門人材を増員する。

　３２　学習用ネットワークの整備」は、新規事業で予算額９，３０４万円である。県立学校

の全教室で安全かつ高速に接続できるネットワーク環境を構築するため、回線を専用線化する。 

　３３　公立学校情報機器整備基金事業は、予算額１２７億２，５２７万５千円である。公立

 小中学校等の１人１台端末の着実な更新・整備を進める。

　次に　高等学校ＤＸ加速化推進事業は、国の補正予算と連動して２月補正予算に計上するも

ので、予算額２億４ ,０００万円である。高等学校におけるデジタル等の成長分野を支える人

材育成の充実を図るため、国の補助金を活用して、県立学校４０校程度にＩＣＴ機器整備等を

 行う。

　３７　地域クラブ活動体制整備事業は、予算額３億７ ,３００万円である。公立中学校にお

 ける休日部活動について、実証事業の部活動数を増やし、段階的な地域移行を進めていく。

　３９　新県立図書館等複合施設整備事業は、予算額３ ,３５４万円である。県立図書館と県

文書館の複合施設について、令和７年度から建築工事に着手する。また、複数年に渡る工事等

の実施であり、総事業費が多額となることから、表に記載されているとおり３１９億９,８２４万

 ５千円の継続費を設定する。

　４０　文化財保存整備助成事業は、予算額９，２００万円である。国・県指定文化財につい

て、近年の大雨などにより保存状況に課題があることから、令和７年度から９年度までの３年
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 間で予算を大幅に増額し、集中的に保存修理ができるよう助成する。

　４２　教職員定数は３７ ,  ６９２人で、学級数の増などにより、４３人の増となっている。

　４３　県立学校の入試手続のオンライン・キャッシュレス化は、予算額８ ,３２０万円であ

る。民間のオンライン出願サービスを活用した県立学校の入試手続のオンライン・キャッシュ

レス化について、全ての県立中学校及び県立高校に加えて、新たに入学者選考を実施する特別

 支援学校高等部も対象とする。

 

 【花岡委員】

　エデュオプちばについて、対象範囲を小学生の高学年にも広げるということで、学習の躓き

があり学校に行くのが辛い子供達が、中学校へ進学する際にスムーズに移行できるようになる

 のではないかと感じた。非常にありがたいと思っている。今後も進めていただきたい。

 

 【財務課長】

 　承知した。

 

 【花岡委員】

　災害時学校支援チーム（Ｄ－ＥＳＴ）について、具体的にはどのようなメンバーで構成され

 るのか。

 

 【財務課長】

　１チーム５名程度で、本庁や教育事務所、総合教育センターに勤務している指導主事でチー

 ムを組むことを想定している。

 

 【花岡委員】

　学校が被災する状況というのは、かなり大きな災害で、チームの方々も被災されている状況

だと思う。そのあたりを踏まえると現実的なのかという疑問があるが、それについてはどうか。 

 

 【財務課長】

　県内の場合もあるが、どちらかというと他県へ応援に行くことが大きな仕事であると考えて

おり、能登半島地震の際も、指導主事を派遣して支援にあたったところである。文科省の主旨

も、各県に支援チームを整備してもらい、お互いに支えあってもらうということであり、今回

 予算計上をしたところである。

 

 【花岡委員】

 　各都道府県が互いに支えあうということでの対策ということで承知した。

 

 【櫻井委員】

　たくさんの予算をつけていただき感謝する。これでますます教育や文化の波及が充実してい

くことになる。そのうえで、参考に記載されている高等学校ＤＸ化推進事業について、高等学

校でＤＸ教育やＩＣＴ教育を進めていく中で、機器を整備していくのはもちろんだが、それを

使う人材の育成やどういった機器を整備するかといったアイデア自体が学校、先生になければ

ならない。旅費等をしっかり確保し、先進的な取組や研修会への参加ができる環境をつくるこ

 とが大事だと思う。ハード面だけでなく、このような取組ができれば良い。　

 

 【財務課長】

　ハード面に限った予算ではないので、学習指導課と学校とで調整をし、何が必要かを確認し

たうえで対応していきたい。１学校あたりの予算が、継続する２６校で各５００万円、新規が

１０校程度で各１ ,０００万円であり、枠的な予算となっている。これから学校と内容を詰め

 ていく。
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 【櫻井委員】

　高校のＩＣＴ教育を研究している専門家は多くない。学校の先生が先進的な取組をして、そ

れをどんどん発信し、さらに学会等で共有ができれば、他の学校にも還元ができると思う。そ

ういった発想も含めて、県から学校に伝えていただき、もう一段上のＤＸが進めば良いと思う。 

 

 【芦澤委員】

　キャリア教育の推進について、産業界としては大変関心がある。「（３）キャリアデザイン

講演会の実施」と「（５）就職支援事業」について、主語が「生徒の」で始まっているが、県

 立高校の生徒ということで良いか。

 

 【財務課長】

　「（３）キャリアデザイン講演会の実地」は県立高校３校を想定している。「（５）就職支援

 事業」も就職支援なので、県立高校である。

 

 【芦澤委員】

 　他の記載ぶりとの関係もあるので、対象を明確に記載していただけるとありがたい。

金額について申し上げる段階ではないが、それぞれの取組について、なるべく多くの生徒に効

果が及ぶよう対象を広げてほしい。産業界にとって働き手不足は深刻な課題であることから、

職業に直結する工業・商業・農業高校へ進学を検討するにあたり、中学生やその保護者、進路

 指導の先生にとって高校及び卒業後の魅力が伝わるような取組をしてほしい。

 

 【財務課長】

 　承知した。

 　

 　第５号報告は終了。

 

 

第６号報告　教育委員会所管に係る令和６年度２月補正予算案について   
 

【財務課長】 

　本件も、第５号報告と同様に、知事から意見を求められたことに対して、教育長が臨時に代

 理し、異議ない旨回答したことを御報告するものである。

　一般会計における補正予算額は、３７億３６７万８千円の増額で、補正後は３ ,９４５億

４ ,  ０７８万３千円になる。性質別内訳などは、記載のとおりである。

　主な事業を説明する。１　一般会計の（１）教職員人件費は、予算額２３億１ ,２４６万

２千円の減額で、①給与等は、１２月までの支給実績を基に所要額を精査したこと、②の退職

手当は、令和６年度末時点で６０歳の職員を対象とした退職に関する意向調査の結果、退職者

数が想定より増加したことなどにより、２０億４ ,  ７５２万８千円を増額するものである。

　（２）国補正予算関連については、先ほどの令和７年度当初予算案で説明したとおりで、全

 ての事業に繰越明許費を設定する。

　（３）公立学校情報機器整備基金積立金は、９９億５ ,３４１万９千円を増額するものであ

る。義務教育段階の公立学校における１人１台端末を更新するための基金に積み立てるもので、

 今年度に国から交付される額が確定したため計上するものである。

　（４）その他の繰越明許費設定は、入札不調や工事の遅延により、繰越明許費をそれぞれ設

 定するものである。

　最後に２　特別会計千葉県奨学資金は、１ ,７２３万９千円の増額で、前年度繰越金の増な

 どによるものである。

 

 　第６号報告は終了。
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 ＜傍聴・報道　退出＞

 

第４３号議案　職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の原案について 

第４４号議案 　　　特別職の職員等の給与、旅費及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の原案

　　　　　　 　　　　について 

 

 　教育総務課副参事兼人事給与室長の説明後、協議を行い、原案どおり可決した。

 

 

第７号報告   千葉県学校職員定数条例の一部を改正する条例の原案について 

 

　教職員課長が説明を行った。 

 

 

第４５号議案   職員の懲戒処分について 

 

　教職員課長の説明後、協議を行い、原案どおり可決した。 

　 

 

第４６号議案   職員の懲戒処分について 

 

 　教職員課長の説明後、協議を行い、原案どおり可決した。

　  　 

 

第４７号議案   職員の懲戒処分について 

第４８号議案   職員の懲戒処分について 

第４９号議案   職員の懲戒処分について 

第５０号議案   職員の懲戒処分について 

 

 　第４７号議案から第５０号議案は審議の結果、継続審議に決定

 

１０　教育長閉会宣告
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　　令和７年２月２６日　署名人 

 

 

 

 

 

 

                                  　


